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１．有毒ガスに関する規則改正全体の考え方について

設置許可基準規則の条文（26条、34条）

ＳＡ時の技術的能⼒の審査基準（１．０ 手順書の整備）

添付資料（中央制御室及び緊急時対策所の機能の説明書）
・固定源・可動源の特定の考え方と防液堤等の評価条件を記載
・スクリーニング評価により有毒ガス濃度が判断基準値を下回り、運転員等の対処能⼒が
損なわれるおそれがなく、検出器・警報器を不要とする設計であることを記載
・可動源に対して配備する防護措置の詳細設計（⽴会⼈の随⾏、通信連絡、換気設備
の隔離、防護具の着⽤、終息活動等）

設置許可申請書記載（本文五号、添付書類八）
有毒ガスにより対処能⼒が損なわれない設計とする。具体的には以
下のとおり。
①「有毒ガス影響評価ガイド」にそって固定源及び可動源に対して、
影響評価を実施する。

②⼤気中に多量に放出されるかの観点から固定源・可動源の特定
をすること。
③固定源の影響を軽減する防液堤等を評価条件とすること。
④固定源に対しては、運転員等の吸気中の有毒ガス濃度が判断
基準値を下回る設計とすること。
⑤可動源に対しては、換気設備の隔離等により防護すること。
⑥固定源の影響を軽減する防液堤等を運⽤管理及び保守管理
すること。

設置許可申請書記載（本文十号、添付書類十）
①運転員等の吸気中の有毒ガス濃度が判断基準値を下回るよう
に手順と体制を整備すること。
・固定源に対しては、漏えい時の有毒ガス濃度の評価結果が判
断基準値を下回るようにすること。
・可動源に対しては、換気設備の隔離等により防護すること。

②予期せず発生する有毒ガスに対しては、運転員等に配備した防
護具を着用することにより指示・操作ができるように手順と体制を
整備すること
③有毒ガスの発生を検知した場合に、運転員が通信連絡設備によ
り、必要な要員に連絡する手順を整備すること。

補⾜説明資料(添付資料の記載内容を除く、ガイド適合性)
・固定源・可動源を調査するにあたっての整理事項について記載
・可動源に対する防護措置のうち運用部分について記載

補⾜説明資料
・社内標準への展開（⽴会⼈の配置などの可動源運⽤の詳細）
・作業時の覆いの運用

補⾜説明資料（ガイドに対する適合状況を詳細を含めて説明）
１）⼤気中に多量に放出されるかの観点から有毒化学物質を特定する。

固定源となったタンクに対しては、評価条件を設定する。
２）評価地点での有毒ガス濃度を評価し、判断基準値を下回ることを確認する。
３）可動源及び予期せず発生する有毒ガスに対する対策の詳細を確認する。

・調査の考え方
・評価結果
・防護措置の詳細

技術基準規則の条文（38条、46条、別記ー９※）

要求事項に変更なし。 ※検出器・警報器の詳細を記載。

本文（要目表、基本設計方針）
有毒ガスにより対処能⼒が損なわれない設計とする。具体的には以下のとおり。
①「有毒ガス影響評価ガイド」にそって固定源及び可動源に対して、影響評価を実施する。
②⼤気中に多量に放出されるかの観点から固定源・可動源の特定をすること。
③固定源の影響を軽減する防液堤等を評価条件とすること。
④固定源に対しては、運転員等の吸気中の有毒ガス濃度が判断基準値を下回る設計とす
ること。
⑤可動源に対しては、換気設備の隔離等により防護すること。
⑥固定源の影響を軽減する防液堤等を運⽤管理及び保守管理すること。

・固定源の特定
・運用の詳細

設置変更許可審査

展開は許可の
整合性にて記載

工事計画認可審査

保安規定変更認可審査

展開は設置許
可申請書対比
表にて記載

保安規定添付（添付２・添付３）
添付２︓ＤＢの有毒ガスの体制及び⼿順の整備として以下の内容を記載
・敷地内外に新たに有毒化学物質を確認し、固定源・可動源と特定した場合、影響を評価し
必要な有毒ガス防護を実施する。
・可動源に対しては、⽴会⼈の随⾏、通信連絡、換気設備の隔離、防護具の着用、終息活動
等の対策を実施する。
・固定源の影響を軽減する防液堤等を運⽤管理及び保守管理する。
添付３︓ＳＡの有毒ガスの体制の整備
①可動源に対しては、⽴会⼈の随⾏、通信連絡、換気設備の隔離、防護具の着⽤、終息活
動等の手順と体制を整備すること
②予期せず発生する有毒ガスに対しては、防護具の着用及びバックアップ体制の整備により指
示・操作ができるように手順と体制を整備すること。
③有毒ガスの発生を検知した場合に、運転員が通信連絡設備により、必要な要員に連絡する
手順を整備すること。

保安規定本文（第１８条の３の２・第１８条の５）
・有毒ガス発生時の体制の整備
・重大事故等発生時の体制の整備の中に有毒ガスからの運転員等の防護

保安規定審査基準（炉規則第92条第1項第9号、第92条第1項第22号）

展開は設置許
可申請書対比
表にて記載

詳細を記載

詳細を
記載
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２．技術基準規則の改正について
平成２９年４⽉５⽇の第１回原⼦⼒規制委員会にて、以下に示す技術基準規則※１の改正及び

「有毒ガス防護に係る影響評価ガイド」（以下「有毒ガス影響評価ガイド」という。）が決定され、５月１
⽇に施⾏された。技術基準規則改正は、原子炉制御室、緊急時対策所、緊急時制御室に関するもので
あり、有毒ガスの発生の検出及び警報装置の詳細について、別記ー９が定められた。

・技術基準規則第三十八条、同規則解釈※２第３８条
・技術基準規則第四⼗六条、同規則解釈第４６条
・技術基準規則解釈第５３条※3

今回の規則等改正では、設置許可基準規則※4の要求と同様に、有毒ガスが発生した場合に、必要な
地点にとどまり対処する要員の事故対処能⼒を確保する⽬的で、有毒ガス対応に必要な手順の整備や、
要員の吸気中の有毒ガス濃度が防護判断基準値を超えるような場合に、検出装置や警報装置を設置す
ることが求められた。
設置許可においては、以下適合方針により検出装置や警報装置を設置しなくても、運転員等を有毒ガ
スから防護できる設計としている。

次ページ以降に、今回の技術基準の改正について示す。
※１ 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則
※２ 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈
※３ 今回の申請においては、高浜3、4号機について申請しており、その他のユニットについては別途手続き予定
※４ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則
※５ 敷地内外において貯蔵施設に保管されている有毒ガスを発生させるおそれのある有毒化学物質
※６ 敷地内において輸送手段の輸送容器に保管されている有毒ガスを発生させるおそれのある有毒化学物質

敷地内外の固定源※5 運転員等の吸気中の有毒ガス濃度が、防護判断基準値を下回り、
「有毒ガスの発生源」がないことを確認

敷地内の可動源※6 換気設備の隔離等の防護措置により、運転員等を防護する
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改正前の規則（下線部が改正箇所） 改正後の規則（下線部が改正箇所）

技
術
基
準
規
則

（原子炉制御室等）
第三十八条
５ 原⼦炉制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事者
が原子炉制御室に出入りするための区域には、⼀次冷却系統に係る発電
⽤原⼦炉施設の損壊⼜は故障その他の異常が発⽣した場合に発電⽤原
子炉の運転の停止その他の発電用原子炉施設の安全性を確保するため
の措置をとるため、従事者が支障なく原子炉制御室に入り、又は一定期間
とどまり、かつ、当該措置をとるための操作を⾏うことができるよう、遮蔽その
他の適切な放射線防護措置、気体状の放射性物質及び原子炉制御室
外の⽕災により発⽣する燃焼ガスに対する換気設備の隔離その他の適切
な防護措置を講じなければならない。

（原子炉制御室等）
第三十八条
５ ⼀次冷却系統に係る発電⽤原⼦炉施設の損壊⼜は故障その他の異
常が発生した場合に発電用原子炉の運転の停止その他の発電用原子炉
施設の安全性を確保するための措置をとるため、従事者が支障なく原子炉
制御室に入り、又は一定期間とどまり、かつ、当該措置をとるための操作を
⾏うことができるよう、次の各号に掲げる場所の区分に応じ、当該各号に定
める防護措置を講じなければならない。
一 原子炉制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍
工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置

が有毒ガスの発生を検出した場合に原子炉制御室において自動的に警報
するための装置の設置
二 原⼦炉制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事
者が原子炉制御室に出入りするための区域
遮蔽その他の適切な放射線防護措置、気体状の放射性物質及び原子
炉制御室外の⽕災により発⽣する燃焼ガスに対する換気設備の隔離その
他の適切な防護措置

技
術
基
準
規
則
解
釈

１３ 第５項に規定する「換気設備の隔離その他の適切な防護措置」とは、
原子炉制御室外の火災等により発生した有毒ガスを原子炉制御室換気
設備によって取り入れないように外気との連絡口は遮断可能であること、ま
た、隔離時の酸⽋防⽌を考慮して外気取⼊れ等の再開が可能であること。
その他適切な防護措置とは、必ずしも設備面の対策のみではなく防護具の
配備、着用等運用面の対策も含まれる。

１３ 第５項に規定する「当該措置をとるための操作を⾏うことができる」に
は、有毒ガスの発生時において、原子炉制御室の運転員の吸気中の有毒
ガス濃度を有毒ガス防護のための判断基準値以下とすることを含む。「防
護措置」には、必ずしも設備面の対策のみではなく防護具の配備、着用等
運用面の対策を含む。

１４ 第５項第１号に規定する「工場等内における有毒ガスの発生を検出
するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に原子炉
制御室において自動的に警報するための装置の設置」については「有毒ガ
スの発生を検出し警報するための装置に関する要求事項（別記－９）」
によること。

１５ 第５項第２号に規定する「換気設備の隔離」とは、原子炉制御室
外の火災により発生した燃焼ガスを原子炉制御室換気設備によって取り
入れないように外気との連絡口を遮断することをいい、「換気設備」とは、隔
離時の酸⽋防⽌を考慮して外気取⼊れ等の再開が可能であるものをいう。

“技術基準規則第三十八条、同規則解釈第３８条”の規則改正

２．技術基準規則の改正について
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改正前の規則（下線部が改正箇所） 改正後の規則（下線部が改正箇所）

技
術
基
準
規
則

（緊急時対策所）
第四⼗六条 工場等には、⼀次冷却系統に係る発電⽤原⼦炉施設の損
壊その他の異常が発⽣した場合に適切な措置をとるため、緊急時対策所
を原子炉制御室以外の場所に設けなければならない。

（緊急時対策所）
第四⼗六条 工場等には、⼀次冷却系統に係る発電⽤原⼦炉施設の損
壊その他の異常が発⽣した場合に適切な措置をとるため、緊急時対策所
を原子炉制御室以外の場所に設けなければならない。
２ 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍には、有
毒ガスが発⽣した場合に適切な措置をとるため、工場等内における有毒ガ
スの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出し
た場合に緊急時対策所において自動的に警報するための装置の設置その
他の適切な防護措置を講じなければならない。

技
術
基
準
規
則
解
釈

（新設） ２ 第２項に規定する「有毒ガスが発生した場合」とは、緊急時対策所の
指⽰要員の吸気中の有毒ガスの濃度が有毒ガス防護のための判断基準
値を超えるおそれがあることをいう。「工場等内における有毒ガスの発生を
検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に
緊急時対策所において自動的に警報するための装置の設置」については
「有毒ガスの発生を検出し警報するための装置に関する要求事項（別記
－９）」によること。

“技術基準規則第四⼗六条、同規則解釈第４６条”の規則改正

２．技術基準規則の改正について
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改正前の規則（下線部が改正箇所） 改正後の規則（下線部が改正箇所）

技
術
基
準
規
則

（特定重大事故等対処施設）

変更なし。

（特定重大事故等対処施設）

変更なし。

技
術
基
準
規
則
解
釈

３ 第２号に規定する「原子炉格納容器の破損を防止するために必要な
設備」とは、以下に掲げる設備又はこれらと同等以上の効果を有する設備
をいう。

（新設）

３ 第２号に規定する「原子炉格納容器の破損を防止するために必要な
設備」とは、以下に掲げる設備又はこれらと同等以上の効果を有する設備
をいう。
(a)〜(d)（略）

(e)緊急時制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍に、有毒
ガスの発⽣時において、緊急時制御室の運転員の吸気中の有毒ガス濃度
を有毒ガス防護のための判断基準値以下とするよう、工場等内における有
毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検
出した場合に緊急時制御室において自動的に警報するための装置の設置
（「有毒ガスの発生を検出し警報するための装置に関する要求事項（別
記－９）」による。）その他の適切な防護措置を講じなければならない。

“技術基準規則第五十三条、同規則解釈第５３条”の規則改正

２．技術基準規則の改正について

技術基準規則第三⼗⼋条、第四⼗六条及び同解釈第３８条、第４６条、第５３条の改正は
設置許可基準規則第⼆⼗六条、第三⼗四条及び同解釈第２６条、第３４条、第４２条の改正に同じ。
⇒有毒ガス防護についての要求事項に変更はない。
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２．技術基準規則の改正について
有毒ガスの発生を検出し警報するための装置に関する要求事項（別記ー９）
技術基準規則第３８条第５項、第４６条第２項及び第５３条第２号1の規定に対応する工場等内における有毒ガスの発生2を検出するための装置及び当該
装置が有毒ガスの発生を検出した場合に自動的に警報するための装置の設置に関する要求事項については、以下のとおりとする。なお、同規則の規定と当該要求事
項との対応関係は別表に掲げるところによる。
（１）工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置

① 工場等内における有毒ガスの発生源（固定されているものに限る。）の近傍に、有毒ガスの発生又は発生の兆候を検出する検出装置を設置すること。
② 有毒ガスの到達を検出するために、原子炉制御室近傍に検出装置を設置すること。
③ 有毒ガスの到達を検出するために、緊急時対策所近傍に検出装置を設置すること。
④ 有毒ガスの到達を検出するために、緊急時制御室近傍に検出装置を設置すること。

（２）当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に自動的に警報するための装置
① 原子炉制御室には、（１）①から④に掲げる検出装置からの信号を受信して原子炉制御室で自動的に警報する警報装置を設置すること。
② 緊急時対策所には、（１）③に掲げる検出装置からの信号を受信して緊急時対策所で自動的に警報する警報装置を設置すること。
③ 緊急時制御室には、（１）①から④に掲げる検出装置からの信号を受信して緊急時制御室で自動的に警報する警報装置を設置すること。

1 技術基準規則の解釈第５３条第３項(b)に規定される緊急時制御室に限る。
2 有毒ガスの発⽣時において、原⼦炉制御室及び緊急時制御室の運転員並びに緊急時対策所の指⽰要員の対処能⼒が著しく低下し、安全施設の安全機能及び特定重⼤事
故等対処施設の機能が損なわれるおそれがあり、当該運転員及び指⽰要員の吸気中の有毒ガスの濃度が有毒ガス防護のための判断基準値を超えるおそれがあることをいう。

凡例
〇︓それぞれの条⽂において要求するもの
ー︓それぞれの条⽂において要求しないもの
※ 緊急時制御室の要求事項に限る。

以下の場所に検出装置を設置すること 以下の場所に設置した検出装置からの信号
を受信し、警報する装置を設置すること

発生源
の近傍

原子炉
制御室
近傍

緊急時
対策所
近傍

緊急時
制御室
近傍

発生源
の近傍

原子炉
制御室
近傍

緊急時
対策所
近傍

緊急時
制御室
近傍

第三十八条
５（前略）次の各号に掲げる場所の区分に応じ、当該各号に定める防護措置を講
じなければならない。
一 原子炉制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍
工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガス
の発生を検出した場合に原子炉制御室において自動的に警報するための装置の設置

〇 〇 ー ー 〇 〇 〇 〇

第四⼗六条
２ 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍には、有毒ガスが発
⽣した場合に適切な措置をとるため、工場等内における有毒ガスの発生を検出するた
めの装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に緊急時対策所において
⾃動的に警報するための装置の設置その他の適切な防護措置を講じなければならな
い。

〇 ー 〇 ー ー ー 〇 ー

第五十三条
二 原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備を有すること（※） 〇 ー ー 〇 〇 〇 〇 〇
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• 工事計画認可申請の本文に、「２．技術基準規則の改正について」に示した中央制御室及び緊急時対策所に対する適合方針を記載
• 添付書類のうち中央制御室及び緊急時対策所の機能の説明書に、「固定源に対するスクリーニング評価の詳細と評価結果」及び「可動源に対する有毒
ガス防護対策」の詳細設計内容を反映

３．工事計画（変更）認可申請書への反映について

資料名 反映内容

本
文

計測制御系統施設（要目表） • 固定源に対しては、有毒ガス影響の軽減を期待する防液堤等の設置状況を踏まえ評価条件を設定し、運転員
等の吸気中の有毒ガス濃度の評価結果が、判断基準値を下回る設計とする

• 可動源に対しては、空調装置の隔離等の対策により運転員等を防護できる設計とする緊急時対策所(基本設計方針、要目表他)

放射線管理施設（基本設計⽅針他） • 技術基準規則の改正を踏まえた記載の適正化

添
付
資
料

設置の許可との整合性に関する説明書 • 有毒ガス防護についての設置許可申請書との整合性を記載

品質管理の⽅法等に関する説明書 • 設計及び⼯事に係る品質管理の⽅法等について記載

中央制御室の居住性に関する説明書 • 技術基準規則の改正を踏まえた記載の適正化

中央制御室の機能に関する説明書、緊急時対策所の機能に関する説明書
１．固定源に対する防護措置
• 固定源に対しては、有毒化学物質の全量流出によって発⽣した有毒ガスが⼤気中に放出される事象を想定し、運転員等の吸気中の有毒ガス濃度の評価結果
が、有毒ガス防護のための判断基準値を下回ることで、別記ー９で規定される「有毒ガスの発生」はなく、同規則に基づく有毒ガスの発生を検出するための装
置及び当該装置が有毒ガスの発⽣を検出した場合に⾃動的に警報するための装置を不要とする設計とする。

• 防液堤等について、毒物及び劇物取締法の要求に基づき設置する堰及び漏えいした有毒化学物質の蒸発を低減する覆いは、それぞれ設計上の配慮により構
造上更地となるような壊れ⽅はしないことから、現場の設置状況を踏まえ、評価条件を設定する。

• 評価の結果、有毒ガス判断基準値に対する割合を合算した最大値が、設置許可審査段階と同じく、判断基準値である1を下回ることを確認した。
２．可動源に対する防護措置
可動源に対しては、⽴会⼈の随⾏、通信連絡設備による連絡、空調装置の隔離、防護具の着用等により、別記ー９で規定される「有毒ガスの発生」はなく、検
出装置及び警報装置を不要とする設計とする。また、可動源から有毒ガスが発生した場合においては、漏えいに対する希釈等の終息活動により有毒ガスの発⽣を
低減するための活動を実施する。
(1) ⽴会⼈の随⾏
発電所敷地内に可動源が入構する場合には、⽴会⼈を随⾏させることで、可動源から有毒ガスが発生した場合に認知可能な体制を整備する。

(2) 通信連絡
発電所内の通信連絡をする必要のある場所との通信連絡設備（発電所内）による連絡体制を整備する。

(3) 換気設備
空調装置の外気取入れを手動で遮断し、外部雰囲気から隔離できる設計とする。

(4) 防護具の着用
防毒マスク及び酸素呼吸器を配備し、可動源から有毒ガスが発生した場合には、当直課⻑等の指示により、運転員等は防毒マスク又は酸素呼吸器を着用する。

P.10〜13

P.14

※ 特定重大事故等対処施設のうち高浜３、４号機緊急時制御室に対しても、関連する本文・添付資料に同様の内容を反映し申請
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３．工事計画（変更）認可申請書への反映について
以下、申請書記載を⾼浜３号機を例に⽰す。
計測制御系統施設の要目表への有毒ガス防護方針の反映
発電用原⼦炉の運転を管理するための制御装置に係るものにあっては次の事項
２ 中央制御室機能及び中央制御室外原子炉停止機能



11

The Kansai Electric Power Co., Inc.

３．工事計画（変更）認可申請書への反映について



12

The Kansai Electric Power Co., Inc.

３．工事計画（変更）認可申請書への反映について

２ 緊急時対策所の基本設計方針、適用基準及び適用規格
（１）基本設計方針
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３．工事計画（変更）認可申請書への反映について
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３．工事計画（変更）認可申請書への反映について
放射線管理施設の基本設計方針への区域名の適正化の反映
加圧水型発電用原子炉施設に係るものにあっては、次の事項
４ 放射線管理施設の基本設計⽅針、適⽤基準及び適⽤規格
（１）基本設計方針
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４．今後のスケジュールについて

2019年
10月 11月 12月

2020年
1月 2月 3月 4月 5月

有毒ガス
防護BF
許認可工程

運転計画

工事計画認可審査
（高浜３、４号機）

保安規定変更認可審査
（高浜３、４号機）

設置変更許可審査

許可
▼（1/29）

認可希望
▽

審査会合
▼

高浜３号機第24回定期検査
（総合負荷：2020年５月8日予定）

使用前検査

補正申請
▼

認可希望
▽

Ø 有毒ガス防護バックフィットの経過措置期限は、2020年５月１日以降の最初の施設定期検査終了日。
Ø 高浜３、４号機の特定重大事故等対処施設については、３号機の設置期限が２０２０年８月３日、４
号機の設置期限が２０２０年１０月８日である。

パブリックコメント
（12/12～1/10）

▽原子力規制検査施行

補正申請
▼

12/11規制委員会
（審査書付議）
▼

高浜３、４号機を先⾏プラントとして12/20に申請。
その他プラントは1/30に追って申請。
高浜３、４号機の特定重大事故等対処施設につ
いても、1/30に申請。
申請内容は、プラント間で大きく変わるものではない。

工事計画
認可審査※

（その他）

保安規定変更認可審査※

（大飯３、４号機）

高浜3、4号機を先⾏プラントとして12/26に申請。
大飯3、4号機は工認と同じく1/30に申請。
なお、美浜３号機及び高浜１、２号機は再稼働
に係る審査状況を踏まえて実施する。

※大飯３、４号機は、現在申請中の緊急時対策所の運用を前提としている。
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改正後の規則（下線部が改正箇所） 設計方針（高浜3号炉の例）

設
置
許
可
基
準
規
則

（原子炉制御室等）
第⼆⼗六条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉制御室
（安全施設に属するものに限る。以下この条において同じ。）を設けなければなら
ない。
（省略）
３ ⼀次冷却系統に係る発電⽤原⼦炉施設の損壊⼜は故障その他の異常が発
生した場合に発電用原子炉の運転の停止その他の発電用原子炉施設の安全
性を確保するための措置をとるため、従事者が支障なく原子炉制御室に入り、又
は一定期間とどまり、かつ、当該措置をとるための操作を⾏うことができるよう、次の
各号に掲げる場所の区分に応じ、当該各号に定める設備を設けなければならない。
一 原子炉制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍
工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有

毒ガスの発生を検出した場合に原子炉制御室において自動的に警報するための
装置
二 原⼦炉制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事者が原⼦
炉制御室に出入りするための区域
遮蔽壁その他の適切に放射線から防護するための設備、気体状の放射性物

質及び原⼦炉制御室外の⽕災により発⽣する燃焼ガスに対し換気設備を隔離す
るための設備その他の適切に防護するための設備

【設計方針（設置変更許可申請書（本文五号）抜粋）】
中央制御室は、有毒ガスが運転員に及ぼす影響により、運転
員の対処能⼒が著しく低下し、安全施設の安全機能が損なわ
れることがない設計とする。
そのために、敷地内外において貯蔵施設に保管されている有
毒ガスを発生させるおそれのある有毒化学物質（以下「固定
源」という。）及び敷地内において輸送手段の輸送容器に保管
されている有毒ガスを発生させるおそれのある有毒化学物質
（以下「可動源」という。）それぞれに対して有毒ガスが発生し
た場合の影響評価（以下「有毒ガス防護に係る影響評価」と
いう。）を実施する。
有毒ガス防護に係る影響評価に当たっては、有毒ガスが大気
中に多量に放出されるかの観点から有毒化学物質の性状、貯
蔵状況等を踏まえ、固定源及び可動源を特定する。また、固定
源の有毒ガス影響を軽減することを期待する防液堤等は、現場
の設置状況を踏まえ、評価条件を設定する。
固定源に対しては、運転員の吸気中の有毒ガス濃度の評価
結果が、有毒ガス防護のための判断基準値を下回るよう設計
する。可動源に対しては、中央制御室空調装置の隔離等の対
策により運転員を防護できる設計とする。
有毒ガス防護に係る影響評価において、有毒ガス影響を軽減
することを期待する防液堤等は、必要に応じて保守管理及び運
⽤管理を適切に実施する。

設
置
許
可
基
準
規
則
解
釈

１〜４（省略）

５ 第３項に規定する「従事者が支障なく原子炉制御室に入り、又は一定期間とど
まり」とは、事故発生後、事故対策操作をすべき従事者が原子炉制御室に接近
できるよう通路が確保されていること、及び従事者が原⼦炉制御室に適切な期間
滞在できること、並びに従事者の交替等のため接近する場合においては、放射線
レベルの減衰及び時間経過とともに可能となる被ばく防護策が採り得ることをいう。
「当該措置をとるための操作を⾏うことができる」には、有毒ガスの発生に関して、有
毒ガスが原子炉制御室の運転員に及ぼす影響により、運転員の対処能⼒が著し
く低下し、安全施設の安全機能が損なわれることがないことを含む。
６ 第３項第１号に規定する「有毒ガスの発生源」とは、有毒ガスの発生時におい
て、運転員の対処能⼒が損なわれるおそれがあるものをいう。「工場等内における
有毒ガスの発生」とは、有毒ガスの発生源から有毒ガスが発生することをいう。

“設置許可基準規則第⼆⼗六条、同規則解釈第２６条”に対する適合性

設置許可基準規則等への適合性について
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改正後の規則（下線部が改正箇所） 設計方針（高浜3号炉の例）

設
置
許
可
基
準
規
則

（緊急時対策所）
第三十四条 工場等には、⼀次冷却系統に係る発電⽤原⼦炉施設の損壊
その他の異常が発⽣した場合に適切な措置をとるため、緊急時対策所を原
子炉制御室以外の場所に設けなければならない。
２ 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍には、有毒ガ
スが発⽣した場合に適切な措置をとるため、工場等内における有毒ガスの発
生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に
緊急時対策所において⾃動的に警報するための装置その他の適切に防護
するための設備を設けなければならない。

【設計方針（設置変更許可申請書（本文五号）抜粋）】
緊急時対策所（緊急時対策所建屋内）は、有毒ガスが重
⼤事故等に対処するために必要な指⽰を⾏う要員に及ぼす影
響により、重⼤事故等に対処するために必要な指⽰を⾏う要員
の対処能⼒が著しく低下し、安全施設の安全機能が損なわれ
ることがない設計とする。
そのために、固定源及び可動源それぞれに対して有毒ガス防
護に係る影響評価を実施する。
有毒ガス防護に係る影響評価に当たっては、有毒ガスが大気
中に多量に放出されるかの観点から有毒化学物質の性状、貯
蔵状況等を踏まえ、固定源及び可動源を特定する。また、固定
源の有毒ガス影響を軽減することを期待する防液堤等は、現場
の設置状況を踏まえ、評価条件を設定する。
固定源に対しては、重大事故等に対処するために必要な指
⽰を⾏う要員の吸気中の有毒ガス濃度の評価結果が、有毒ガ
ス防護のための判断基準値を下回るよう設計する。可動源に対
しては、緊急時対策所換気設備の隔離等の対策により重⼤事
故等に対処するために必要な指⽰を⾏う要員を防護できる設
計とする。
有毒ガス防護に係る影響評価において、有毒ガス影響を軽減
することを期待する防液堤等は、必要に応じて保守管理及び運
⽤管理を適切に実施する。

設
置
許
可
基
準
規
則
解
釈

１ 第２項に規定する「有毒ガスの発生源」とは、有毒ガスの発生時において、
指⽰要員の対処能⼒が損なわれるおそれがあるものをいう。「有毒ガスが発
生した場合」とは、有毒ガスが緊急時対策所の指示要員に及ぼす影響により、
指⽰要員の対処能⼒が著しく低下し、安全施設の安全機能が損なわれる
おそれがあることをいう。

“設置許可基準規則第三十四条、同規則解釈第３４条”に対する適合性

設置許可基準規則等への適合性について
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設置許可基準規則等への適合性について
技術的能⼒審査基準要求事項の解釈に対する適合性

改正後の規則（下線部が改正箇所） 対応方針（高浜3号炉の例）

技術
的能
⼒審
査基
準要
求事
項の
解釈

１ 手順書の整備は、以下によること。
ａ）〜ｆ） （略）
ｇ）有毒ガス発生時の原子炉制御室及び緊急時制御室の運転員、緊急
時対策所において重大事故等に対処するために必要な要員並びに重大事
故等対処上特に重要な操作（常設設備と接続する屋外に設けられた可搬
型重大事故等対処設備（原⼦炉建屋の外から⽔⼜は電⼒を供給するもの
に限る。）の接続をいう。）を⾏う要員（以下「運転・対処要員」という。）
の防護に関し、次の①から③に掲げる措置を講じることが定められていること。
① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判断
基準値以下とするための手順と体制を整備すること。
② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、原子炉制御室及び緊急時制
御室の運転員並びに緊急時対策所において重大事故等に対処するために
必要な指⽰を⾏う要員のうち初動対応を⾏う者に対する防護具の配備、
着⽤等運⽤⾯の対策を⾏うこと。
③ 設置許可基準規則第６２条等に規定する通信連絡設備により、有毒
ガスの発生を原子炉制御室又は緊急時制御室の運転員から、当該運転
員以外の運転・対処要員に知らせること。

２・３ （略）

【設置変更許可申請書（本⽂⼗号）抜粋】
(a-7) 有毒ガス発生時に、事故対策に必要な各種の指示・操
作を⾏うことができるよう、運転員（当直員）、緊急時対策本部
要員及び緊急安全対策要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガ
ス防護のための判断基準値以下とするための手順と体制を整備
する。固定源に対しては、運転員（当直員）、緊急時対策本
部要員及び緊急安全対策要員の吸気中の有毒ガス濃度を有
毒ガス防護のための判断基準値を下回るようにする。可動源に対
しては、換気空調設備の隔離等により、運転員（当直員）及び
緊急時対策本部要員が事故対策に必要な各種の指示・操作を
⾏うことができるようにする。
予期せぬ有毒ガスの発生においても、運転員（当直員）及び
緊急時対策本部要員のうち初動対応を⾏う者に対して配備した
防護具を着用することにより、事故対策に必要な各種の指示・操
作を⾏うことができるよう⼿順と体制を整備する。
有毒ガスの発⽣による異常を検知した場合、通信連絡設備に
より、有毒ガスの発生を発電所内の必要な要員に周知する手順
を整備する。
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２．有毒ガス防護対策の概要について（１／１０）

評価ガイドのフロー

可動源

固定源
固定源については、判断基準値を下回
ることから、対象発生源がない場合のフ
ローとなる。

“有毒ガス影響評価”は
実施不要

可動源については、対象発生
源を特定せずに、6.1の対策を
取ることとする。

設置変更許可審査段階においては、「有毒ガス影響評価ガイド」に記載された下図のフローに基づき評価
を⾏ったことをご説明した。工事計画認可申請において、設置変更許可審査で説明している「有毒ガス影
響評価ガイド」に基づく評価の内容に変更はない。
次ページ以降に有毒ガス防護対策の概要を⽰す。

P.21〜27

P.28

P.29
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２．有毒ガス防護対策の概要について（２／１０）
評価ガイドのフロー「３．評価に当たって⾏う事項」として、固定源及び可動源を特定した。
特定に当たっては、「人に対する悪影響」のある有毒化学物質を選定したうえで、図面、届出情報、現場確認等から発
電所の有毒化学物質を抽出し、下図のフローに基づき現場の保管状況を確認し、運転員等への影響の観点から整理した。
生活用品・影響がないことが明らかなもの以外の観点は、以下のとおりである。
・固体あるいは揮発性が乏しい液体であること
・ボンベ保管であること
・試薬のように少量であること
・建屋内に保管されていること
・密閉空間で人体に影響を与えるものであること
調査対象とした固定源・可動源を次ページ以降に⽰す。

固定源の特定フロー

グループ 理由 物質の例

調査対象
調査対象として、貯蔵量、発生源と評価
点の位置関係、受動的に機能を発揮す
る設備の有無等必要な情報を整理する。

アンモニア、塩酸、ヒド
ラジン、塩素

調
査
対
象
外

固体あるいは
揮発性が
乏しい液体であること

揮発性がないことから、有毒ガスとしての
影響を考慮しなくてもよいため、調査対象
外とする。

硫酸、水酸化ナトリウ
ム、低濃度薬品等

ボンベ等に保管された
有毒化学物質

容器は高圧ガス保安法に基づいて設計さ
れており、少量漏えいが想定されることから、
調査対象外とする。

プロパン、ブタン、二酸
化炭素等

試薬類
少量であり、使用場所も限られることから、
防護対象者に対する影響はなく、調査対
象外とする。

分析用薬品

建屋内保管される
薬品タンク

屋外に多量に放出されないことから、調査
対象外とする。 屋内のタンク

密閉空間で人体に
影響を与える性状

評価地点との関係が密閉空間でないこと
から調査対象外と整理する

六フッ化硫⻩
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〇固定源・可動源の調査結果（１／３）
高浜発電所において、調査対象として特定した敷地内外固定源・敷地内可動源は以下のとおり。

固定源名称
有毒化学物質

名称 濃度(%) 貯蔵量(m3) 貯蔵方法 受動的に機能を
発揮する設備

敷
地
内
固
定
源

3号機塩酸貯槽 塩酸 33 50 タンクに貯蔵 堰、覆い

4号機塩酸貯槽 塩酸 33 50 タンクに貯蔵 堰、覆い

3号機アンモニア貯槽 アンモニア 18 9.5 タンクに貯蔵 堰、覆い

4号機アンモニア貯槽 アンモニア 18 9.5 タンクに貯蔵 堰、覆い

3号機ヒドラジン原液タンク ヒドラジン 38 16 タンクに貯蔵 堰、覆い

4号機ヒドラジン原液タンク ヒドラジン 38 16 タンクに貯蔵 堰、覆い

固定源名称
有毒化学物質

名称 濃度(%) 貯蔵量(kg) 貯蔵方法
敷
地
外
固
定
源

A社 塩素 100 9.0×102 タンク貯蔵

Ｂ社 アンモニア 100 7.1×103 冷媒

有毒化学物質 濃度(%) 輸送量(m3) 荷姿
敷
地
内
可
動
源

塩酸 33 12 タンクローリー

アンモニア 18 6 タンクローリー

ヒドラジン 38 10 タンクローリー

２．有毒ガス防護対策の概要について（３／１０）
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〇固定源・可動源の調査結果（２／３）
美浜発電所において、調査対象として特定した敷地内固定源・敷地内可動源は以下のとおり。
敷地外固定源は、調査対象とするものが存在しなかった。

固定源名称
有毒化学物質

名称 濃度(%) 貯蔵量(m3) 貯蔵方法 受動的に機能を
発揮する設備

敷
地
内

固
定
源

構内排水
塩酸注入タンク 塩酸 33 0.3 タンクに貯蔵 堰

有毒化学物質 濃度 輸送量(m3) 荷姿
敷
地
内
可
動
源

塩酸 33 12 タンクローリー

アンモニア 18 6 タンクローリー

ヒドラジン 38 10 タンクローリー

２．有毒ガス防護対策の概要について（４／１０）
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〇固定源・可動源の調査結果（３／３）
大飯発電所において、調査対象として特定した敷地内外固定源・敷地内可動源は以下のとおり。

固定源名称
有毒化学物質

名称 濃度(%) 貯蔵量(m3) 貯蔵方法 受動的に機能を
発揮する設備

敷
地
内
固
定
源

3号機塩酸貯槽 塩酸 33 48 タンクに貯蔵 堰、覆い
4号機塩酸貯槽 塩酸 33 48 タンクに貯蔵 堰、覆い
3,4号機A塩酸貯槽
（構内排⽔処理装置⽤） 塩酸 33 7.2 タンクに貯蔵 堰
3,4号機Ｂ塩酸貯槽
（構内排⽔処理装置⽤） 塩酸 33 7.2 タンクに貯蔵 堰

3号機アンモニア貯蔵タンク アンモニア 18 9.5 タンクに貯蔵 堰、覆い
4号機アンモニア貯蔵タンク アンモニア 18 9.5 タンクに貯蔵 堰、覆い
1号機ヒドラジン原液タンク ヒドラジン 38 14 タンクに貯蔵 堰
2号機ヒドラジン原液タンク ヒドラジン 38 14 タンクに貯蔵 堰
3号機ヒドラジン貯蔵タンク ヒドラジン 38 8 タンクに貯蔵 堰、覆い
4号機ヒドラジン貯蔵タンク ヒドラジン 38 8 タンクに貯蔵 堰、覆い

固定源名称 有毒化学物質
名称 濃度(%) 貯蔵量(kg) 貯蔵方法

敷
地
外

固
定
源

A社 亜酸化窒素 100 47 タンク貯蔵

有毒化学物質 濃度 輸送量(m3) 荷姿
敷
地
内
可
動
源

塩酸 33 12 タンクローリー

アンモニア 18 6 タンクローリー

ヒドラジン 38 10 タンクローリー

２．有毒ガス防護対策の概要について（５／１０）
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図 特定された固定源（敷地内）

〇特定された固定源と評価地点（１／３）

図 特定された固定源（敷地外）

高浜発電所において、固定源として特定した有毒化学物質及び評価地点の関係を下図に示す。
これらに対し、評価地点ごとに、固定源の⽅位、距離を設定する。
このときに、敷地内固定源については、覆いによる蒸発量低減効果を期待し、開⼝部⾯積を設定する。

２．有毒ガス防護対策の概要について（６／１０）

本資料のうち、枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。
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図 特定された固定源（敷地内）

〇特定された固定源と評価地点（２／３）

図 特定された固定源（敷地外）

美浜発電所において、固定源として特定した有毒化学物質及び評価地点の関係を下図に示す。
これらに対し、評価地点ごとに、固定源の⽅位、距離を設定する。

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。

［凡 例］
該当なし

10 km

２．有毒ガス防護対策の概要について（７／１０）
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図 特定された固定源（敷地内）

〇特定された固定源と評価地点（３／３）

図 特定された固定源（敷地外）

大飯発電所において、固定源として特定した有毒化学物質及び評価地点の関係を下図に示す。
これらに対し、評価地点ごとに、固定源の⽅位、距離を設定する。
このときに、敷地内固定源の一部については、覆いによる蒸発量低減効果を期待し、開⼝部⾯積を設定する。

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。

［凡 例］

● 亜酸化窒素

10 km

２．有毒ガス防護対策の概要について（８／１０）
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２．有毒ガス防護対策の概要について（９／１０）
固定源の有毒ガス濃度評価について

発電所 評価地点 評価結果

高浜
発電所

1,2号機
中央制御室

0.16（敷地内固定源）
0.44（敷地外固定源）

3,4号機
中央制御室

0.38（敷地内固定源）
0.44（敷地外固定源）

緊急時対策所 0.06（敷地内固定源）
0.44（敷地外固定源）

3,4号機
緊急時制御室

0.21（敷地内固定源）
0.44（敷地外固定源）

美浜
発電所

中央制御室 0.01（敷地内固定源）※

緊急時対策所 0.01（敷地内固定源）※

大飯
発電所

中央制御室 0.33（敷地内固定源）
0.00（敷地外固定源）

緊急時対策所 0.09（敷地内固定源）
0.00（敷地外固定源）

評価点
（中央制御室等の外気取入口）

防液堤

覆い

蒸発

大気拡散

有毒ガス濃度評価結果

有毒ガスの評価地点における濃度評価は、固定源の有毒化学物質からの全量漏えいを想定し、外気取入口を評価点として評価
する。以下、高浜３、４号機中央制御室を例に説明する。
高浜発電所の敷地内固定源（３号機︓塩酸貯槽、アンモニア貯槽、ヒドラジン原液タンク、４号機︓塩酸貯槽、アンモニア貯槽、
ヒドラジン原液タンク）は堰を共用しているため、複数タンクからの漏えいを想定すると薬液が混合され、中和や希釈により濃度が低下
することから、単体タンクからの漏えいを想定し、３つのタンクのうち最⼤濃度となるものを選定する。
隣接⽅位に固定源がある場合は、隣接⽅位についても⾜し合わせることで防護判断基準値を満⾜するか確認する。
評価の結果、最⼤⽅位であっても有毒ガス濃度の防護判断基準値に対する割合の和は、敷地内固定源で0.38（３号機塩酸
貯槽）、敷地外固定源で0.44（アンモニア）となり、１を下回ることを確認し、固定源により運転員等の対処能⼒が著しく損なわれ
ることがないことを確認した。その他評価地点の結果は下表のとおり。
したがって、有毒ガス防護対象者の吸気中の有毒ガス濃度の評価値が有毒ガス防護判断基準値を越える発⽣源はなく、評価ガイ
ド「５．有毒ガス影響評価（防護措置等を考慮して実施）」に則り⾏う評価は不要である。

※敷地外固定源はない。
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可動源に対する防護対策
可動源に対しては、⼀定の状況を想定することも可能ではあるが柔軟な対応⼿段を講じておくことを念頭に、
スクリーニング評価を実施せず、防護対策を講じる。
①⽴会⼈等による異常の認知・中央制御室への連絡体制の整備
②事象発生時には、⽴会⼈等から中央制御室への連絡
③運転指令設備等を使⽤し、中央制御室から異常発⽣を必要な箇所（緊急時対策所等）へ連絡
④換気設備隔離（外気取込み停止）、マスク等着用の防護対策の実施
⑤可動源からの漏えいに対し、終息活動の実施による有毒ガス発生の低減
これらの防護措置のうち、①は可動源の入構に当たって実施し、②〜⑤は、可動源からの漏えいが発⽣した
場合に実施する。

④換気設備隔離による防護
マスク等着用による防護

図 可動源から漏えいが発⽣する場合の対応

③中央制御室からの連絡

①、②⽴会⼈等による異常発⽣の認知・連絡

２．有毒ガス防護対策の概要について（１０／１０）


